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歳　入

平
成
２０
年
度
予
算

　
平
成
２０
年
度
の
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
は
、
自
主
財
源
比
率
の
低
さ
や
義
務
的
経
費
の
増
加
な
ど
、
財
政
構
造
の
硬
直
化
が
進
行
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
歳
出
構
造
を
よ
り

ス
リ
ム
で
効
率
的
な
も
の
に
す
る
必
要
が
あ
り
、「
行
財
政
改
革
推
進
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
く
行
財
政
改
革
を
確
実
に
進
め
る
と
と
も
に
、
税
収
確
保
を
は
じ
め
と
す
る
歳
入
確

保
対
策
を
推
進
す
る
こ
と
を
緊
急
の
課
題
と
位
置
づ
け
ま
し
た
。

　
具
体
的
に
は
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
満
足
度
を
高
め
る
た
め
、
市
民
団
体
等
と
一
層
の
連
携
を
図
り
、
市
民
と
行
政
が
「
協
働
」
す
る
行
政
運
営
の
拡
充
・
強
化
に
努
め
る
と

と
も
に
、
三
豊
市
行
政
改
革
推
進
委
員
会
（
補
助
金
等
検
討
部
会
）
で
判
断
さ
れ
た
「
補
助
金
の
各
規
程
」
を
的
確
に
実
行
す
る
な
ど
、
「
三
豊
市
行
政
改
革
大
綱
」
と
３
つ

の
指
針
等
が
誠
実
に
反
映
さ
れ
、
三
豊
市
の
行
政
改
革
が
真
に
実
効
性
の
あ
る
も
の
に
な
る
よ
う
編
成
し
ま
し
た
。

　
そ
し
て
、「
中
期
財
政
計
画
」
で
示
さ
れ
た
平
成
２０
年
度
歳
入
歳
出
規
模
で
あ
る
２
５
７
億
円
余
を
、
最
も
重
い
基
本
数
値
と
し
て
編
成
し
ま
し
た
。

　
一
般
会
計
は
、
合
併
効
果
に
よ
る
内
部

事
務
経
費
の
見
直
し
を
行
い
経
常
経
費
を

絞
り
込
み
ま
し
た
が
、
豊
中
町
に
建
設
中

の
大
型
商
業
施
設
関
連
経
費
や
、
従
来
の

老
人
保
健
制
度
に
替
わ
る
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
の
創
設
に
よ
る
特
別
会
計
繰
出
金

の
増
額
な
ど
に
よ
り
、
平
成
１９
年
度
当
初

予
算
と
比
べ
、
４
億
６
,
０
０
０
万
円

（
１
・
８
％
）
増
の
２
５
４
億
５,
０
０
０

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　
歳
入
予
算
の
う
ち
、
市
が
自
主
的
に
収
入
で
き
る
市

税
な
ど
の
自
主
財
源
は
、
歳
入
総
額
の
３
９
・
２
％
で

あ
り
、
こ
の
う
ち
市
税
は
、
市
民
税
（
法
人
分
）
や
固

定
資
産
税
の
伸
び
に
支
え
ら
れ
、
前
年
度
に
比
べ
１
・

２
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
繰
入
金
に
つ
い

て
は
土
地
造
成
事
業
特
別
会
計
か
ら
２
億
６,
５
５
８
万

５
千
円
、
財
政
調
整
基
金
か
ら
２
億
２,
６
０
０
万
円
、

そ
の
他
特
定
目
的
基
金
か
ら
１
億
２,
８
３
６
万
7
千
円

を
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
平
成

２０
年
度
末
の
財
政
調
整
基
金
残
高
は
、
５２
億
６,
５
５
１

万
１
千
円
と
な
る
見
込
み
で
す
。

　
一
方
、
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た
り
割
り
当
て
ら
れ

た
り
す
る
依
存
財
源
は
、
歳
入
総
額
の
６
０
・
８
％
を

占
め
て
い
ま
す
。
こ
の
う
ち
、
地
方
交
付
税
に
つ
い
て

は
前
年
度
の
実
績
と
地
方
再
生
対
策
費
を
考
慮
し
前
年

度
に
比
べ
２
・
４
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。
市
の
「
借

金
」
で
あ
る
市
債
に
つ
い
て
は
臨
時
財
政
対
策
債
や
合

併
特
例
債
な
ど
交
付
税
措
置
の
あ
る
有
利
な
も
の
に
限

定
す
る
一
方
で
、
今
秋
オ
ー
プ
ン
が
予
定
さ
れ
て
い
る

大
型
商
業
施
設
へ
の
貸
付
金
と
し
て
地
域
総
合
整
備
資

金
４
億
円
を
借
り
入
れ
る
こ
と
と
し
た
た
め
、
市
債
総

額
で
前
年
度
に
比
べ
３
億
６,
０
５
０
万
円
増
の
１８
億

４,
０
２
０
万
円
を
発
行
し
ま
す
。

歳
　
入

市税

自依
存

財

源

主

財

源

77　4,851　1千円万億

地方交付税

94　5,000万円億

分担金・負担金
使用料・手数料

8　1,026　4万　千円億

諸収入

6　5,419　5千円万億

県支出金

14　2,495　2万 千円億

国庫支出金

12　4,095　6万 千円億

4.4%

4.9%

5.6%

各種交付金

11　2,500万円億

7.2%

30.4%

39.2%

3.2%

2.6%
37.1%

60.8%

3.0%

市債

18　4,020
（　　　％増）24.4

（　　％増）1.2

（　　％増）2.2

億  千万円254 5
（　　％増）1.8

（　　％減）1.2

（　　％増）1.5

（　　　％増）19.2

（　　％増）2.4

（　　％増）1.6

（　　％減）0.3

（　　　％減）14.7

（　 ％増）2.5

（　　％減）8.7

万円億
1.6%地方譲与税

3　9,570万円億

7　6,022　2千円万億

財産収入・寄付金
繰入金・繰越金

※（　）は前年度予算額との
　比較です。

99　7,319　2千円万億154　7,680　8千円万億

一
般
会
計

２
５
４
億
５,
０
０
０
万
円
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歳
出
予
算
の
う
ち
義
務
的
経
費
は
、

そ
の
支
出
が
義
務
づ
け
ら
れ
任
意
に
節
約

が
で
き
な
い
経
費
の
こ
と
で
、
歳
出
予
算

総
額
の
４
６
・
９
％
を
占
め
て
い
ま
す
。

こ
の
う
ち
人
件
費
に
つ
い
て
は
「
総
人
件

費
削
減
に
関
す
る
方
針
」
に
基
づ
く
退
職

者
の
原
則
不
補
充
に
よ
る
減
員
効
果
や
給

与
構
造
の
改
革
、
人
事
考
課
制
度
の
導
入

な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ
４
・
４
％

の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
扶
助
費
は
児
童
手
当
法
の
改
正

な
ど
に
よ
り
前
年
度
に
比
べ
２
・
５
％
の

増
、
公
債
費
に
つ
い
て
は
市
債
発
行
の
抑

制
や
前
年
度
に
高
金
利
借
入
金
の
繰
上
償

還
を
行
っ
た
こ
と
に
よ
り
前
年
度
に
比
べ

２
・
３
％
の
減
と
な
っ
て
お
り
、
市
債
残

高
は
平
成
２０
年
度
末
に
は
約
２
８
２
億
円

と
な
る
見
込
み
で
す
。

　
投
資
的
経
費
は
、
道
路
や
施
設
な
ど
の

整
備
に
要
す
る
経
費
で
す
が
、
前
年
度
に

比
べ
５
・
０
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
下
高
瀬
小
学
校
校
舎
改
築
事
業
が

完
了
し
た
こ
と
が
主
な
要
因
で
す
。
本
年

度
に
つ
い
て
は
、
市
道
の
整
備
や
詫
間
中

学
校
体
育
館
用
地
造
成
を
は
じ
め
、
教
育

施
設
の
耐
震
化
や
防
災
行
政
放
送
施
設
整

備
お
よ
び
農
業
基
盤
整
備
な
ど
、
安
全
安

心
の
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に
限
ら
れ
た
財

源
の
重
点
的
か
つ
効
果
的
配
分
を
行
い
ま

し
た
。

　
そ
の
他
経
費
の
う
ち
補
助
費
等
に
つ
い

て
は
「
補
助
金
等
の
整
理
合
理
化
・
優
遇

措
置
の
見
直
し
に
関
す
る
指
針
」
に
基
づ

き
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
で
の
見
直
し
を
行
っ
た
結

果
、
前
年
度
に
比
べ
１
・
３
％
の
減
と
な

っ
て
い
ま
す
が
、
繰
出
金
に
お
い
て
後
期

高
齢
者
医
療
事
業
特
別
会
計
の
新
設
な
ど

に
よ
り
前
年
度
に
比
べ
４
億
８,
２
４
２
万

６
千
円
の
増
と
な
る
な
ど
、
そ
の
他
経
費

全
体
で
前
年
度
に
比
べ
９
億
１,
６
２
７
万

２
千
円
、
９
・
１
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。

歳
　
出

■特別会計

■企業会計

地域農産物利用促進センター事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

国民健康保険診療所事業特別会計

老人保健事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

介護サービス事業特別会計

集落排水事業特別会計

浄化槽整備推進事業特別会計

港湾整備事業特別会計

土地造成事業特別会計

水道事業会計

病院事業会計 (永康病院・西香川病院)

特別会計合計

企業会計合計

人件費

63　6,578　6万　千円億

扶助費

21　7,909　8万　千円億

繰出金

31　730　7万 千円億

6　7,311　6万 千円億

1　552　2万 千円億

積立金・貸付金

投資および出資金・予備費

公債費

33　8,157　1万 千円億

物件費

40　8,699万円億

補助費等

維持補修費

30　564 万円億

普通建設事業費
災害復旧費

25　4,497万円億

歳 出

性質別歳出

※（　）は前年度予算額との
　比較です。

（単位：千円）

2.6%

12.2%

0.4%

8.6%

25.0%

46.9%

10.0%

43.1%

11.8%

16.1%

10.0%

13.3%

（　　％減）4.4

（　　％減）1.3

（　　％増）1.1

（　　％減）2.6

億  千万円254 5
（　　％増）1.8

（　　％増）9.1

（　　％減）2.3

（　　％増）2.5

（　　　％増）18.4

（　　　％増）140.8

（　　　％増）56.1

（　　％減）5.0（　　％減）5.0

（　　％減）5.0

義

投資的経費

その
他

経

費

務
的

経

費

119　2,645　5千円　万億109　7,857　5千円万億

25　4,497万円億

目的別歳出

億  千万円254 5

総務費

38　9,562　6千円万億

災害復旧費・諸支出金・予備費

15.3%

民生費

71　8,527　1千円万億

28.2%

教育費

公債費

議会費

衛生費

25　457　3千円万億

農林水産業費

13　8,197　8千円万億

15　3,961　4千円万億

39　3,210　8千円万億

33　8,157　1千円万億

10　9,623　4千円万億

商工費・労働費

1　9,738　4万 千円億

3,613　4千円万 2　9,950　7万 千円億

土木費

消防費

9.8%

5.4%

0.8%

6.1%

4.3%

1.2%
0.1%

15.5%

13.3%


